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経営のルールが変わってきた

１０年前

品質価格 納期

今

環境 DX

サステナビリティ 脱炭素

社会的責任、持続可能なビジネスモデルを追求する姿勢が新たな条件に。



EU

気候変動対応は世界の共通ルール。
脱炭素は一過性の流行ではない。

世界は脱炭素へ向かっている



EU

温暖化は避けられない

今何が起きているのか？

出典：国立環境研究,「IPCC第６次評価報告書第1作業部会報告書政策決定者向け要約（気象庁翻訳）」



EU

2023年度の削減実績は2013年度比で約24%

我が国の進捗状況

出典：経済産業省、「我が国のグリーントランスフォーメーション政策」



大企業を取り巻く環境

【コーポレートガバナンスコード】
・東京証券取引所が実効的な企業統治の実現に資する主要な原則を取りまとめたもの。
・2021 年6 月、プライム市場の上場会社に対してTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）
　提言に基づいた開示を求めるようになった。

【有価証券報告書によるサステナビリティ開示】
・2023年1月から、有価証券報告書の提出義務がある企業（上場企業や株主1000人以上の企業など）
　は、自社のサステナビリティに関する考え方及び取組について開示が求めるようになった。

【SBT (Science
Based
Targets)】
・パリ協定が求める水準と整合させた企業の削減目標のこと。
・運営するSBTi（Science Based
Targets
initiatives）は、2030
年までに排出量を半減し、2050
年
　までに排出量ゼロを達成するために、世界中の企業の取り組みを促している。
・最近の傾向として、一部の大企業が自社サプライヤーの一定割合にSBT を取得させる、ということ
　を自社のSBT 目標に組み込むようになった。



出典：環境省、「サプライチェーン排出量の算定と削減に向けて」

なぜ中小企業も？

サプライチェーンの各段階には多くの企業が存在しており、取引関係で繋がっている



実際に皆さんの周りで

起き始めていること

CO2排出量の提出依頼

環境アンケートへの回答要求

再エネ電力、脱炭素素材への切替要請

環境方針・認証取得の要請

入札時の環境配慮評価



対応しないとどうなる？

脱炭素は「やらされるもの」ではなく、攻めの経営戦略をつくる「きっかけ」



EU

「気候変動対策（≒脱炭素）の視点を織り込んだ企業経営」のこと（環境省）

脱炭素経営とは



国

都道府県

（宮崎県）

市町村
地域の金融機関・

商工団体等

宮崎県内の

事業者

2050年カーボンニュートラル宣言

2030年度までに温室効果ガス46％削減

・GX推進戦略、脱炭素に向けた規制

・再エネ拡大、投資促進、カーボンプライシング、etc...

宮崎県の目標・施策の推進

脱炭素化対策普及促進事業、等各種条例

・啓蒙活動、相談窓口、都市開発、環境対策

・再エネ設備導入への補助、etc...

地域の実情に応じた施策の実施

・地域企業への情報提供、各種補助金、専門家派遣

・公共事業の脱炭素化、再エネ導入

・ESG融資、サステナブルファイナンス

求められる主な取組

自社の排出量の

把握・見える化
脱炭素に関する

計画・体制づくり

省エネ・再エネ等

による削減取組

新たな技術・商品・

サービスの検討

国の動きと、県内事業者に求められること

国・県・自治体等もおのずと目標達成に向けて動いています。
事業者は、経営に脱炭素化を落とし込む対応が求められます。



EU

共通点：多くの企業が同じ悩みを抱えている

中小企業の悩み

悩み③

悩み④

悩み①

悩み②

対応できる人材や時間が足りない

自社には関係ないと思っていた

何から始めればよいか分からない

コストがかかりそうで踏み出せない

とはいえ・・・



EU中小企業の脱炭素化への取組状況

0 10 20 30 40

省エネ設備への更新・新規導入

運用改善による省エネの推進

エネルギー使用量・温室効果ガス排出量の把握・測定

脱炭素関連ビジネスの展開

環境関連認証の取得

カーボンオフセット

取り組んでいない

35.7％

34.5％

26.0％

7.1％

6.9％

3.7％

31.1％

出典：日本商工会議所「2025年度中小企業の省エネ・脱炭素に関する実態調査」より筆者作成



EU

脱炭素経営の
着眼点

出典：九州経済産業局,2026,「中小企業の成長に“効く”脱炭素 収益を上げ企業価値を高める経済合理的なアプローチ」



①電気代・燃料代を
見る

②自社のCO2排出
量を測る

③省エネ余地を探す

今日からできる4つの行動

④専門家に相談する



まとめ

変化を

チャンスに

変える

脱炭素経営は未来への投資

今日から、一歩踏み出しまし
ょう

待つ企業ではなく
活かす企業が選ばれる

外部環境は確実に変わる
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